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２９年度業績見通し 

◎ 29年度は、連結経常利益585億円（前年度比＋62億円）、連結純利益＊400億円（同△1,184億円）を計画。 

  ＜常陽銀行＞単体純利益230億円（前年度比△14億円）   ＜足利銀行＞ 単体純利益210億円（同△54億円） 

◎ 29年度の経営統合シナジー効果は27億円を見込む。              ＊ 親会社株主に帰属する当期純利益 

２８年度実績 （常陽銀行連結（上期）＋めぶきFG連結（下期）） 

◎ めぶきＦＧ連結純利益＊は、経営統合に伴う「負ののれん発生益」（1,192億円）が当初見通しを上回っ

たことなどから、業績予想を上回る。 

  ＜めぶきFG＞ 28年度連結純利益 1,584億円 ／ 業績予想 1,550億円         ＊ 親会社株主に帰属する当期純利益 

◎ 28年度（下期）の経営統合シナジー効果は9億円。 

配当 

◎ 28年度の期末配当は、経営統合記念配当１円を含め、１株あたり6円50銭。 

◎ 29年度は、配当政策＊を踏まえ、年間11円（中間5.5円、期末5.5円）を予想。 

                        ＊ めぶきＦＧ配当政策 ： めぶきFGとしての成長に向けた資本の確保と、株主さまへの適切な利益還元の 

                                                   バランスを考慮し、安定配当を目指す。 

業績ハイライト 
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実績
前年
度比

実績
前年
度比

実績
前年
度比

 業務粗利益 1,875 △83 1,052 △62 823 △20 96.1% 92.3% 101.6%

資金利益 1,534 △44 851 △46 682 +1 102.3% 101.4% 103.4%

役務取引等利益 276 △27 143 △11 132 △16 84.3% 79.7% 89.8%

その他業務利益他 63 △10 56 △4 7 △5 51.6% 47.4% 177.5%

（うち国債等債券損益） 56 △28 58 △17 △2 △10 62.2% 64.8% -

 経費 1,150 △2 685 +2 464 △5 98.7% 100.7% 95.8%

うち人件費 604 +0 347 △2 257 +3 - - -

うち物件費 470 △13 295 △0 175 △13 - - -

 実質業務純益 725 △80 367 △65 358 △15 92.4% 79.8% 110.1%

 コア業務純益 669 △51 308 △47 360 △4 96.3% 83.4% 110.8%

 一般貸倒引当金繰入額（a） △4 +2 △6 +0 1 +1 - - -

 業務純益 730 △82 373 △65 356 △17 92.9% 81.2% 109.5%

 臨時損益 △40 △53 △17 △4 △23 △48 - - -

うち不良債権処理額（b） 100 +48 54 △0 45 +48 133.5% 108.6% 183.4%

うち株式等関係損益 97 +25 75 +28 21 △3 244.2% 189.7% -

 経常利益 689 △136 356 △70 332 △65 97.0% 88.0% 109.0%

 特別損益 △21 △10 △8 △1 △13 △9 - - -

 当期純利益 508 △77 244 △33 264 △44 103.8% 87.3% 125.7%

 信用コスト　　　（a）＋（b） 95 +50 47 △0 47 +50 127.3% 95.3% 191.4%

28年度

常陽銀行 足利銀行２行合算

【業績予想に対する達成率】

２行
合算

常陽
銀行

足利
銀行

●めぶきFG連結 （単位：億円）  （ご参考）２行合算・常陽銀行・足利銀行の実績      （単位：億円）  

業績

予想比

経常利益 522 98.5% 530

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,584 102.2% 1,550

（負ののれん発生益除き） 392 98.0% 400

業績
予想

28年度
FG

連結

・めぶきＦＧ連結は、常陽銀行連結（上期）にめぶ

きＦＧ連結（下期）を合算。 

・経営統合に伴う「負ののれん発生益」1,192億円

を特別利益に計上。 

・28年度の経営統合シナジー効果は9億円。 

 29年度は27億円を見込む。 

 

平成28年度決算の概要 

◇ めぶきＦＧ連結純利益＊は、経営統合に伴う「負ののれん発生益」（1,192億円）が当初見通しを上回ったこと 

   などから、業績予想を上回る。                                                                      ＊ 親会社株主に帰属する当期純利益 
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27年度 貸出 

平残 

要因 

預金 

支払 

利息 

有価 

証券 

利息 

貸出 

利回り 

要因 

その他 

（市場 

調達等） 

投信 

保険 

その他 

役務等 

その他 

業務 

利益等 

28年度 

●２行合算  （単位：億円）   

1,544  1,561  1,579  1,534  

275  290  304  
276  

19  13  

 △10 

7  

1,839  1,865  1,873  
1,819  

15.0% 
15.5% 

16.2% 

15.2% 

25年度 26年度 27年度 28年度 

その他業務

利益他 

役務取引等

利益 

資金利益 

役務比率 

(＋18) 

(△27) 

(△44) 

(△54) 

＊カッコ内は前年度比の増減 コア業務粗利益 （国債等債券損益を除く業務粗利益） 

◇ コア業務粗利益は前年度比△５４億円。資金利益同△４４億円、役務取引等利益同△２７億円。 

◇ 貸出金利回りの低下、預り資産関連手数料の減少が主因。               

＊役務比率 = 役務取引等利益 
            ／コア業務粗利益 

26年度 27年度 28年度

年度 3 8 17

（うち下期） （△0） （4） （16）

年度 11 37 36

（うち下期） - - （4）

常陽

足利

●有価証券利息配当金に含まれる私募投信解約益  （単位 億円）  

△54 

資金利益 △44 

役務取引
等利益 

△27 

●２行合算 （単位：億円）   

△79 

+25 

+14 

＋25 

△30 

△35 

＋18 

+7 1,819 

資金利益 △44 

役務取引
等利益 

△27 

1,873 
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●足利銀行               （単位：億円）   

資金利益（銀行別） 

資金利益、預貸金の平残・利回り（国内＋国際） 

●常陽銀行                  （単位：億円）   

要因 前年度比 （国内）  （国際） 

貸出金利息 

平残 +16 +15 （+1,405億円） ＋1 （＋100億円） 

利回り △43 △49 （△8BP） ＋5 （＋52BP) 

預金支払利息
（△） 

- △5 △13 ＋8 

有価証券 
利息配当金 

平残 △4 △5 （△514億円） +0 （+5億円） 

利回り △0 △10 （△5BP) ＋10 （+22BP） 

要因 前年度比 （国内）  （国際） 

貸出金利息 

平残 +8 +8（+724億円） +0（＋0億円） 

利回り △35 △35（△8ＢＰ） +0（+40ＢＰ） 

預金支払利息
（△） 

- △11 △11 +0 

有価証券 
利息配当金 

平残 +25 +19（＋1,360億円） +6（+295億円） 

利回り +6 △3（△3ＢＰ） +9（＋54ＢＰ） 

122,181  125,423  128,771  132,429  

91,071  
96,230  99,812  102,045  

25年度 26年度 27年度 28年度 

預金 

貸出金 

【預金】 

年間3,658億円増加 

（増加率+2.8％) 

【貸出金】 

年間2,233億円増加 

（増加率+2.2％) 

J 59,589 
A 42,456 

J 58,082 
A 41,730 

J 55,775 
A 40,455 

J 52,749 
A 38,322 

J 75,993 
A 49,430 

J 80,638 
A 51,791 

J 78,341 
A 50,430 J 74,501 

A 47,680 

預金・貸出金の平残（２行合算）  （単位：億円）   

1.32% 
1.21% 

1.14% 
1.06% 

1.29% 
1.18% 

1.11% 
1.04% 

0.03% 0.03% 0.03% 0.02% 

25年度 26年度 27年度 28年度 

貸出金 

利回り 

預貸金 

利回り差 

預金等 

利回り 

預金・貸出金の利回り 

1.45% 
1.35% 

1.28% 
1.20% 

1.40% 
1.31% 

1.24% 1.18% 

0.05% 0.04% 0.04% 0.02% 

25年度 26年度 27年度 28年度 

●常陽銀行                    ●足利銀行                  

＊特に表示がないものについては「国内＋国際」の計数  
 を記載しております。 
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●２行合算  （単位：億円）   

（＊） 個人事業主は「個人」に含む。金融は「法人」に含む。 

●常陽銀行 

●足利銀行 

（ご参考）外貨貸出金の残高推移 （単位：億円）   

51  55  57  122  404  
863  988  

1,160  456  

919  1,045  
1,283  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

常陽銀行 

足利銀行 

34,311  37,462  40,256  42,728  

46,927  
47,722  

48,131  48,096  

12,827  
13,273  

13,483  12,329  
94,066  

98,458  
101,871  103,154  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

公共 

法人 

個人 

(△8.5％) 

(+1.2％) 

(△0.0％) 

(+6.1％) 

18,861  20,724  22,405  23,874  

27,208  27,766  28,286  28,213  

7,923  
8,073  8,434  7,583  

53,993  
56,564  

59,127  59,670  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

公共 

法人 

個人 

(+0.9％) 

(△0.2％) 

(+6.5％) 

15,449  16,737  17,850  18,854  

19,719  19,956  19,845  19,882  

4,903  5,199  5,048  4,746  
40,073  41,894  42,744  43,484  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

公共 

法人 

個人 

(+1.7％) 

(＋0.1％) 

(+5.6％) 

＊カッコ内は前年度末比の増減率 

(△10.0％) 

(△5.9％) 

貸出金（１） 人格別末残 

◇ 個人貸出金は、前年度末比＋2,472億円（年率＋6.1％）。住宅関連ローンは同＋2,418億円。 

◇ 法人貸出金は、前年度末比△35億円。地元は同＋617億円。 
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14,629  15,592  15,881  

1,143  1,033  991  

11,992  11,660  11,339  

27,766  28,286  28,213  

27/3末 28/3末 29/3末 

大企業 

中堅企業 

中小企業 

13,629  14,209  14,393  

1,231  1,047  1,078  

4,970  4,444  4,256  

19,831  19,701  19,729  

27/3末 28/3末 29/3末 

大企業 

中堅企業 

中小企業 

●２行合算 （単位：億円）   

28,258  29,801  30,274  

2,374  2,080  2,069  

16,962  16,104  15,595  

47,598  47,987  47,942  

27/3末 28/3末 29/3末 

大企業 

中堅企業 

中小企業 

地
域
別
末
残 

●２行合算 （単位：億円）   ●常陽銀行 ●足利銀行 

企
業
規
模
別
末
残 

(△509) 

11,215  11,488  11,461  

8,674  8,666  8,757  

9,024  9,432  9,985  

18,681  18,397  17,735  

47,598  47,987  47,942  

27/3末 28/3末 29/3末 

都内 

隣県 

栃木 

茨城 

地元向け 

30,203 
(+617) 

(△662) 

(△320) 
(△187) 

(△42) 

(+289) 

(△11) 

(+473) 

(+31) 

(+184) 

＊足利銀行の末残は金融を除く 

     （29/3末 金融153億円） 

＊カッコ内は前年度比の増減 貸出金（２） 法人貸出金 

●常陽銀行 ●足利銀行 

10,200  10,376  10,253  

953  1,030  1,106  
2,168  2,203  2,261  
1,124  1,205  1,312  

13,319  13,470  13,278  

27,766  28,286  28,213  

27/3末 28/3末 29/3末 

都内 

千葉・

埼玉 
福島・

宮城 
栃木 

茨城 

地元向け 

14,935 
(＋118) 

(△191) 

7,721  7,636  7,651  

2,451  2,501  2,575  
1,015  1,112  1,208  
2,966  3,252  3,556  
314  270  280  

5,362  4,927  4,457  

19,831  19,701  19,729  

27/3末 28/3末 29/3末 

都内 

福島 

埼玉 

茨城 

群馬 

栃木 

地元向け 

15,270 
(+499) 

(△470) 
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末残 

●常陽銀行 ●足利銀行   

25,079  27,136  28,954  30,509  

6,312  
7,301  

8,139  
9,003  31,392  

34,439  
37,095  

39,513  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

アパートローン 

住宅ローン 

●２行合算 （単位：億円）   

12,171  13,163  14,109  14,896  

4,969  
5,806  

6,510  7,240  
17,141  

18,970  
20,620  22,137  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

12,908  13,974  14,845  15,613  

1,343  1,495  1,629  1,763  14,251  
15,469  16,475  17,376  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

(＋10.6％) 

(＋5.3％) 

(＋11.2％) 

(＋5.5％) 

(＋8.1％) 

(＋5.1％) 

獲得額 

＊アパートローンは法人向けを含む 

貸出金（３） 住宅関連ローン 

(＋6.5％) 

(＋5.4％) 

(＋7.3％) 

＊カッコ内は前年度末比の増減率 

4,100  4,023  3,789  3,617  

1,254  1,424  
1,317  1,371  

5,355  5,447  
5,107  4,989  

25年度 26年度 27年度 28年度 

アパートローン 

住宅ローン 

●２行合算 （単位：億円）   

＊アパートローンの実行額は法人を含まず 

●常陽銀行 ●足利銀行   

2,049  2,009  1,951  1,841  

977  1,141  1,057  1,098  

3,026  3,151  3,009  2,939  

25年度 26年度 27年度 28年度 

2,051  2,014  1,838  1,776  

277  282  260  273  

2,329  2,296  
2,098  2,049  

25年度 26年度 27年度 28年度 

(△4.5％) 

(＋4.1％) 

（△2.3％) 

(△5.6％) 

(＋3.8％) 

（△2.3％) 

(△3.4％) 

(＋5.0％) 

（△2.3％) 
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貸出金（４） 利回り 

1.56% 1.50% 1.45% 1.39% 
1.32% 

1.25% 
1.47% 1.41% 1.37% 1.33% 1.28% 1.22% 
0.73% 0.69% 0.64% 0.64% 0.58% 0.59% 

0.51% 0.49% 0.46% 0.44% 0.38% 0.37% 

0.00%

0.20%

0.40%

0.60%

0.80%

1.00%

1.20%

1.40%

1.60%

1.80%

26/上 26/下 27/上 27/下 28/上 28/下 

足利 

地元 

常陽 

地元 

足利 

都内 

常陽 

都内 

法人貸出金（地域別） 

住宅ローン 

1.58% 
1.52% 

1.46% 
1.42% 

1.36% 
1.31% 

1.48% 
1.40% 

1.35% 
1.30% 

1.24% 1.21% 

0.90% 

0.90% 
0.94% 0.95% 

0.91% 0.91% 
0.94% 

0.90% 0.88% 0.86% 0.86% 0.85% 

26/上 26/下 27/上 27/下 28/上 28/下 

足利 

全体 

常陽 

全体 

常陽 

新規 

足利 

新規 

1.71% 1.66% 
1.58% 1.53% 

1.46% 1.43% 

1.24% 1.20% 1.15% 1.13% 
1.07% 1.05% 

1.02% 0.98% 0.95% 0.92% 
0.86% 0.84% 0.86% 0.83% 

0.75% 0.74% 
0.67% 0.66% 

0.40%

0.65%

0.90%

1.15%

1.40%

1.65%

1.90%

2.15%

26/上 26/下 27/上 27/下 28/上 28/下 

個人 

全体 

法人 

公共 

1.74% 1.70% 1.66% 1.62% 1.58% 1.55% 

1.38% 1.34% 1.29% 1.27% 
1.21% 1.18% 

1.32% 1.27% 1.23% 1.19% 
1.12% 1.09% 

0.75% 0.72% 0.69% 0.68% 
0.62% 0.61% 

0.40%

0.65%

0.90%

1.15%

1.40%

1.65%

1.90%

2.15%

26/上 26/下 27/上 27/下 28/上 28/下 

個人 

全体 

法人 

公共 

人格別（国内） 常陽銀行 

人格別（国内） 足利銀行 
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●常陽銀行 ●足利銀行   ●２行合算 （単位：億円）   
(＋15.2％) 

カードローン（保証会社） 

224  258  298  348  

239  269  
298  

326  24  
39  

55  
68  416  

471  
534  

624  904  

1,037  

1,185  
1,366  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

カードローン 

フリーローン 

教育ローン 

マイカーローン 171  192  218  250  

216  241  263  
282  10  

8  
7  

7  227  
237  

251  
281  624  

678  
739  

820  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

53  66  80  98  23  28  35  44  14  31  48  
61  189  

234  
283  

343  280  

359  

446  

546  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

職域サイト（常陽銀行） 

0

100

200

300

400

500

600

700

24年 

10月 

25年 

3月 

26年 

3月 

27年 

3月 

28年 

3月 

29年 

3月 

（千人） 

対象従業員数 

うち給振利用者数 

導入企業数（社） 

（29年3月末現在） 

 697千人 

 281千人 

 8,404社 

(＋16.8％) 

(＋22.4％) 
(＋11.0％) 

(＋9.3％) 

(＋16.7％) 

足利銀行 29年10月スタート予定   

貸出金（５） 無担保ローン ＊カッコ内は前年度末比の増減率 

末残 

（先数の分布（極度額別）） 

34.3% 

7.2% 

58.5% 
外部保証 

外部保証 

（新規受付なし） 

グループ内保証 

●２行合算（残高ベース）   

＊現在、新規受付を行っている外部保証のカードローンは全体の 
  ３５％程度。この３５％について、極度額別の先数分布を記載。 

62% 
7% 

24% 

7% 
50万円以下 

 

50万円超 

100万円未満 

100万円以上 

200万円未満 

200万円以上 
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（*1） 金融は「法人」に含む。 
（*2） 外貨預金には、為替予約付外貨預金、オフショア預金等を含む。 

●２行合算 （単位：億円）   ●常陽銀行 

●足利銀行 

（ご参考）外貨預金の残高推移 （単位：億円）    

184  164  163  248  
583  546  

1,114  
1,407  

767  711  

1,277  
1,656  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

常陽銀行 

足利銀行 

90,970  93,442  95,026  97,621  

26,271  27,419  30,208  30,628  
7,246  

7,278  
8,044  7,480  124,488  

128,141  
133,279  135,729  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

公共 

法人 

個人 

(△7.0％) 

(+1.8％) 

(+1.3％) 

(+2.7％) 

56,478  57,957  59,068  60,689  

14,710  15,421  17,382  17,474  3,720  3,908  
4,581  4,240  

74,909  77,287  
81,033  82,403  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

公共 

法人 

個人 

(+1.6％) 

(+0.5％) 

(+2.7％) 

34,492  35,485  35,957  36,931  

11,560  11,998  12,825  13,154  3,525  3,370  3,462  3,239  
49,578  50,853  52,245  53,325  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

公共 

法人 

個人 

(+2.0％) 

(+2.5％) 

(+2.7％) 

(△7.4％) 

預金 人格別末残 

◇ 個人・法人預金は、増加基調を継続（個人：年率＋２.７％、法人：年率＋１.３％） 

(△6.4％) 

＊カッコ内は前年度末比の増減率 
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●足利銀行                                                    ●常陽銀行                                                  

手
数
料 

●足利銀行                                                    ●常陽銀行                                                  

81.4 
97.0 

82.4 
66.3 

39.0 

42.7 
52.5 

34.4 

6.0 

6.5 7.7 

9.4 

2.3 

3.6 4.4 

5.9 

131.4 

152.3 148.1 

117.3 

25年度 26年度 27年度 28年度 

金融商品仲介 

国  債 等 

外貨預金 

保   険 

投資信託 

36.8 
47.4 

38.1 32.3 

19.3 

22.4 
26.6 

14.6 

4.2 

5.2 
6.2 

3.8 

2.3 

3.2 
3.4 

2.9 

64.6 

80.1 
75.2 

54.6 

25年度 26年度 27年度 28年度 

44.6 49.6 44.3 
34.0 

19.7 
20.3 25.9 

19.8 

0.0 
0.4 1.0 

3.0 

66.8 
72.2 72.9 

62.7 

25年度 26年度 27年度 28年度 

●２行合算  （単位：億円）   

●２行合算  （単位：億円）   

預り資産 残高・手数料 

◇ 手数料は、金融市場の先行き不透明感等を背景に、投信・保険を中心に減少。 

◇ 両行とも、預り資産顧客の裾野拡大に注力。 

預
り
資
産
残
高 

5,923  7,138  6,586  6,263  

6,679  
7,184  7,575  7,813  

767  
701  948  1,560  

4,787  
3,667  2,738  2,258  

18,159  18,692  17,849  17,897  

340,552  340,848  353,723  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

国  債 等 

外貨預金 

保   険 

投資信託 

取引先数 2,988  3,727  3,254  2,952  

3,887  
4,233  4,455  4,541  

583  
537  785  1,312  

2,981  
2,392  1,862  1,553  

10,440  10,890  10,357  10,360  

191,616  190,950  197,224  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 

2,935  3,411  3,332  3,311  

2,792  2,951  3,120  3,272  
184  164  163  248  

1,806  1,275  876  705  

7,719  7,802  7,492  7,537  

148,936  149,898  156,499  

26/3末 27/3末 28/3末 29/3末 
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末
残
（貸
借
対
照
表
計
上
額
） 

評
価
損
益
（そ
の
他
有
価
証
券
） 

26,537  25,565  24,306  

5,514  6,148  6,796  

3,656  3,265  3,465  

4,013  5,672  7,538  

39,722  40,651  42,106  

27/3末 28/3末 29/3末 

投資信託等 

株式 

外国債券 

国内債券 

●２行合算  （単位：億円）   

●常陽銀行  ●足利銀行 
●２行合算  （単位：億円）   

517  753  
456  

92  
110  

△26 

1,809  1,438  
1,708  

581  
339  

235  

3,001  

2,641  
2,373  

27/3末 28/3末 29/3末 

投資信託等 

株式 

外国債券 

国内債券 

366 443 260 
70 85 

△ 18 

1,447 1,144 
1,388 

442 
251 229 

2,326 

1,925 1,860 

27/3末 28/3末 29/3末 

151 
309 195 

21 
24 

△ 7 

362 
294 

319 

139 87 
5 

675 716 

513 

27/3末 28/3末 29/3末 

有価証券運用（１）末残・評価損益 

◇ 現状の円金利水準等も踏まえ、国債償還分の再投資を抑制（国内債券残高が減少）。 

◇ リスク管理に留意し、投資信託や外国債券等へのポートフォリオ・リバランスを継続。 

売
買
損
益 

【４月末】 

合計    +1,740 

投信      +196 

株式     +1,274 

外債          + 4 

国内債     +264 

＊私募投信解約益（有価証券利息配当金）はP５に記載（28年度 常陽銀行＋17億円 足利銀行＋36億円） 

売却益 売却損 合計 

常
陽 

国債等 

債券損益 

国内 80 △18 61 国債・J-REIT等 

外国 30 △34 △3 外国国債、ｼﾞﾆｰﾒｲ等 

株式等 
関係損益 

－ 95 △19 75 政策保有株式、ETF 

○利回りの低い銘柄、デュレーションの長い銘柄等を売却 

【４月末】 

合計     +525 

投信      +3 

株式     +314 

外債      +5 

国内債   +201 

売却益 売却損 合計 

足
利 

国債等 

債券損益 

国内 ７ △10 △2 国債・地方債等 

外国 - - - 

株式等 
関係損益 

－ 31 △9 21 政策保有株式、投信 
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デ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン 

外
債
・フ
ァ
ン
ド
（簿
価
ベ
ー
ス
） 

●２行合算（29年3月末）   （単位：億円）   

有価証券運用（２） 金利リスク、外国債券等 

◇ 外国債券は、国債・政府保証債等を中心とした運用。 評価損益は、４月末時点で含み益。 

金
利
リ
ス
ク
量
（
10B

P
V

） 

3.8 

3.5 

3.4 
3.8 

3.8 

3.4 

3.5 

4.2 

2

3

4

5

6

7

8

26/3月末 27/3月末 28/3月末 29/3月末 

円貨債券 

外貨債券 

●常陽銀行 ●足利銀行 

4.4 
4.8 4.9 

5.1 

3.4 

4.1 
4.6 

5.7 

2

3

4

5

6

7

8

26/3月末 27/3月末 28/3月末 29/3月末 

（単位 年）   ●常陽銀行 ●足利銀行 （単位 億円）   

２行合算 常陽銀行 足利銀行 概要
6,822 4,584 2,238 -

　うち国債・政府保証債等 3,136 2,610 525 米国債を中心。一部、欧州債に投資。

　うち事業債 2,859 1,147 1,712 格付けは9割以上が「A」以上

　うちジニーメイ 287 287 0 デュレーションの長期化が想定される銘柄を売却

　その他 539 539 0 CLO（最上位トランシェのみ）等の証券化商品中心

7,270 3,160 4,110 -

　うちETF 1,557 1,557 0 ベアファンドを活用してリスクをコントロール

　うちREIT 581 422 158 利回り・流動性等をみながら分散投資

　その他 5,132 1,180 3,952 他資産との相関を考慮しポート全体のリスク対リターンを向上

外債

ファンド

49 46 45 40 

1 3 5 10 

50 50 51 51 

26/3月末 27/3月末 28/3月末 29/3月末 

84  
72  71  69  

11  
13  14  19  

95  
85  86  88  

26/3月末 27/3月末 28/3月末 29/3月末 

外貨債券 

円貨債券 
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政策保有株式 

◇ ２行合算の残高は、1,466億円（前年度末比△69億円）。 

◇ うち常陽銀行の残高は、1,279億円（同△65億円）。普通株式等TierⅠ比＊ は２９.７％まで低下。 
                                                                             ＊売却合意済みを考慮した比率 

政策保有株式残高 ●常陽銀行  

●足利銀行 

26/3 27/3 28/3 29/3 増減 

残 高 1,382 1,359 1,344 1,279 △65 

普通株式等Tier1比 34.6％ 34.1％ 32.6％ 
30.4％ 

（29.7％） 
△2.2％ 

（△2.9％） 

（単位 億円） 

（＊） 売却合意済み銘柄については、一部、先渡し取引によるリスクヘッジを実施。 

方針（コーポレート・ガバナンスに関する基本方針より抜粋） 

（政策保有株式の保有に関する基本方針） 

・当社グループならびに取引先の持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上、または取引先との安定的な取引関係の構築を目的

として、政策保有株式を保有。 

・毎年、取締役会において、保有する主要な政策保有株式につい

て、そのリスクとリターン等を踏まえた中長期的な経済合理性や

将来見通し、それらを踏まえた保有の狙いや合理性に基づき、保

有の可否を検証。 

1,382  1,359  1,344  1,279  

197 197 191 
187  

1,579  1,556  1,535  
1,466  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

26/3月 27/3月 28/3月 29/3月 

足利銀行 

常陽銀行 

●２行合算  （単位：億円）   

26/3 27/3 28/3 29/3 増減 

残 高 197 197 191 187 △4 
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●常陽銀行 

●足利銀行 

●２行合算 （単位：億円）   

（＊）OHR ＝経費／業務粗利益 

618  605  603  604  

524  515  484  470  

52  58  
65  74  

1,196  1,179  1,153  1,150  

64.3% 
62.1% 

58.8% 
61.3% 

25年度 26年度 27年度 28年度 

税金 

物件費 

人件費 

OHR

266  260  253  257  

201  196  188  175  

21  23  28  32  

489  480  470  464  

61.2% 59.6% 

55.7% 56.4% 

25年度 26年度 27年度 28年度 

351  345  349  347  

323  318  295  295  

30  34  37  42  

706  698  682  685  

66.7% 64.0% 
61.2% 

65.1% 

25年度 26年度 27年度 28年度 

経費・OHR 

◇ 経費は、外形標準課税等の税金増加があったものの、減価償却費等の物件費が減少したことから、 

  前年度比減少（２行合算：前年度比△２億円）。引続き、コスト削減に注力。 

＊減価償却費 
   定率法 → 定額法 
      △７億円 

＊カッコ内は前年度比の増減 

(△2) 

(＋9) 

(△13) 

(＋0) 
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9 9

26
21

14

3314 12

△14

11
15

32

23 21
12

32
30

65

26/上 26/下 27/上 27/下 28/上 28/下

足利銀行

常陽銀行

開示債権 

＜参考①＞ 信用コスト率 （単位：億円）   

●常陽銀行   ●足利銀行   

（＊） 負債総額１000万円以上の倒産状況 

信用コスト 

190 175 203 171 157 

725 720 661 654 691 

68 53 49 60 75 

984 949 914 887 924 

2.31% 
2.22% 

2.10% 2.04% 2.08% 

27/3末 27/9末 28/3末 28/9末 29/3末 

268 287 261 260 213 

811 772 748 713 697 

70 56 60 70 70 

1,150 1,116 1,070 1,045 982 

2.01% 
1.91% 

1.79% 1.74% 
1.61% 

27/3末 27/9末 28/3末 28/9末 29/3末 

破産更生債権等 

危険債権 

要管理債権 

貸出金残高に占める

開示債権残高の比率 

26/上 26/下 27/上 27/下 28/上 28/下

件 71 83 53 65 62 64

金額 171 320 183 126 104 90

件 62 86 71 59 66 78

金額 110 197 62 103 123 133

茨城県

栃木県

＜参考②＞ 企業倒産状況             （単位：件数・億円）   

25年度 26年度 27年度 28年度

0.120% 0.032% 0.082% 0.079%

0.193% 0.066% △0.006% 0.112%

常陽銀行

足利銀行

信用コスト・開示債権 

◇ 28年度下期は、特殊要因から信用コストが増加したものの、地元の企業倒産は落ち着いた状況。 

（単位：億円）   

大口先の特殊 

要因（２行合算） 

30億円程度 
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グループ会社の状況 

商号の変更 

（29.4.3） 

 めぶきリース 

 めぶき証券 

新金融グループとしての
一体感を強め、総合金
融サービスを一層充実。
より付加価値の高いワン
ストップサービスの提供
を目指す。 

【めぶきリース】 
 29年4月3日 常陽リースから「めぶきリース」に商号変更 
 FGの100％出資子会社化 
 足利信用保証のリース事業の一本化。足利銀行においてファイナンス

リースと割賦販売の「めぶきリース」への取次ぎをスタート。 

【めぶき証券】 
 29年4月3日 常陽証券から「めぶき証券」に商号変更 
 足利銀行との金融商品仲介業務取扱店舗を、従来の１３店舗から１２８

店舗に拡大。 
 多様化する資産運用ニーズに、幅広くワンストップで対応。 

(百万円)

前年度比 前年度比 前年同期比

 常陽リース リース業務、債権買取業務 22,092 +1,993 1,024 +139 645 +13

 常陽証券 有価証券の売買、媒介、取次、代理業務 2,181 +39 740 △37 509 △48

 常陽ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ ｿﾌﾄｳｪｱ等の開発販売業務、計算受託業務 1,437 +59 89 +27 60 +20

 常陽産業研究所 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務、調査研究の受託業務 606 △20 19 △31 12 △21

 常陽信用保証 住宅ﾛｰﾝ信用保証業務 3,766 +212 1,582 △454 1,033 △326

 常陽ｸﾚｼﾞｯﾄ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの取扱いに関する業務 1,198 +11 235 +1 206 +55

 常陽ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ 事務受託代行業務 786 +1 0 △1 0 △0

 常陽ｷｬｯｼｭｻｰﾋﾞｽ 現金自動設備の保守・管理業務 1,101 +4 1 △0 0 +0

 常陽施設管理 営業用不動産の保守管理業務 973 △5 283 +55 184 +96

常陽銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ　合計 34,144 +2,295 3,977 △301 2,654 △211

 足利信用保証 住宅ﾛｰﾝ信用保証業務 3,481 +298 1,575 △409 995 △277

 あしぎん総合研究所 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務、調査研究の受託業務 648 +23 39 +28 37 +27

 あしぎんカード ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの取扱いに関する業務 1,220 △213 2,969 +5,781 2,264 +4,319

足利銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ　合計 5,350 +109 4,583 +5,400 3,297 +4,068

足
利
銀
行

会社名 主な事業内容 経常収益 経常利益 当期純利益

常
陽
銀
行

営
業
系

業
務
受
託
系
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【企業結合の方式】 

  株式交換＜平成28年10月1日＞ 

  足利HD  ： 株式交換完全親会社 

  常陽銀行  ： 株式交換完全子会社 

純資産 
（常陽銀行連結）                            
 
           5,820 億円 

 
 
 

【イメージ図】   平成28年10月1日時点 

時価純資産 
（足利ＨＤ連結）（＊１） 

      2,427億円 

 

純資産 
（常陽銀行連結） 
                  
      5,820 億円 

 
 
 
 
資本剰余金 1,235億円 

利益剰余金 1,192億円 

＋               ＝ 

（常陽銀行連結純資産） （めぶきＦＧ連結純資産）  8,247 億円 

（足利ＨＤ連結純資産） 

○ 足利ＨＤの「連結時価純資産」と「取得原価」の差額が「負ののれん発生益」となる。 

足利HDの「取得原価」(＊2) 

パーチェス法に伴う取得原価は、経営統合時における足利HDの時価総額に相

当し、資本剰余金に計上。 

◇足利HDの調整後株式数÷1.17（統合比率）×常陽銀行の株価（最終売買日9/27終値 435円）等 

「負ののれん発生益」 (＊3) 

損益計算書において「特別利益」に  

計上し、純資産の部は「利益剰余金」

となる。 

【企業結合会計（逆取得に該当、パーチェス法を採用）】 

 負ののれん発生益を特別利益に1,192億円計上 

  常陽銀行   ： 取得企業 

  足利HD    ： 被取得企業 

（＊2）足利HDの「取得原価」 

（＊3）「負ののれん発生益」 

「連結時価純資産」(＊1) 

足利HDからの受入資産・負債を時価評価し、

足利HDで計上していた正ののれんを控除し

た金額。 

【参考資料】「負ののれん発生益」について 
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●常陽銀行（単体）  ●足利銀行（単体）         

●めぶきフィナンシャルグループ  

平成29年度業績見通し（１） 

◇ 29年度は、連結経常利益585億円（前年度比+62億円）、連結純利益＊400億円（同△1,184億円）を計画。 

◇ 29年度の経営統合シナジー効果は、27億円を見込む（28年度下期実績は9億円）。 ＊ 親会社株主に帰属する当期純利益 

●２行合算＋銀行業以外のグループ会社 
（単位：億円）  

●２行合算  

中間 通期 前年度比

コア業務純益 335 630 △39

経常利益 370 640 △49

当期（中間）純利益 255 440 △68

項目
【単体】

中間 通期 前年度比

コア業務純益 165 305 △55

経常利益 175 305 △27

当期（中間）純利益 120 210 △54

【単体】
項目

中間 通期 前年度比

コア業務純益 170 325 +16

経常利益 195 335 △21

当期（中間）純利益 135 230 △14

【単体】
項目

中間 通期

経常利益 320 585

親会社株主に帰属する
当期（中間）純利益

220 400

【連結】
項目

当期（中間）純利益 275 480

項目 中間 通期

（単位：億円）  

（単位：億円）  （単位：億円）  （単位：億円）  

連結調整△80億円 

【連結調整△80億円の内容】 

○有価証券連単簿価差に伴う調整額 △64億円 

○劣後ローンの支払利息、経費等  △16億円 
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平成29年度業績見通し（２） ２行合算（ご参考） 

【内訳】 
 
 ○資金利益       
    貸出金利息    
    有価証券利息   
        預金利息（△）    
    市場調達等（△）  
    私募投信解約益 
 
 ○役務取引等利益   
         預り資産      
         法人役務等    
 
  ○経費          
    人件費        
    物件費        
   

【ROE】 28年度 29年度（予想） 

FG連結 - 4.6％ 

常陽単体 4.1％ 3.8％ 

足利単体 8.3％ 6.5％ 

【OHR】 28年度 29年度（予想） 

２行合算 61.3％ 63.8％ 

常陽単体 65.1％ 65.8％ 

足利単体 56.4％ 61.5％ 

△69 
△26 
＋22 
  ＋3 
＋35 
△27 

 
＋38 
＋24 
＋14 

 
＋19 
 ＋8
＋12 

   

増減 増減率 増減 増減

 業務粗利益 1,875 1,052 823 1,830 1,035 795 △45 △2.4% △17 △28

資金利益 1,534 851 682 1,465 820 645 △69 △4.5% △31 △37

役務取引等利益 276 143 132 315 175 140 +38 +13.9% +31 +7

その他業務利益・特定取引等利益 64 56 7 50 40 10 △14 △21.8% △16 +2

（うち国債等債券損益） 56 58 △2 30 30 0 △26 △46.4% △28 +2

 経費 1,150 685 464 1,170 680 490 +19 +1.7% △5 +25

 実質業務純益 725 367 358 660 355 305 △65 △9.0% △12 △53

 コア業務純益 669 308 360 630 325 305 △39 △5.8% +16 △55

 一般貸倒引当金繰入額　　（a） △4 △6 1 △5 △5 0 +0 - +1 △1

 業務純益 730 373 356 665 360 305 △65 △8.9% △13 △51

 臨時損益 △40 △17 △23 △25 △25 0 +15 - △7 +23

うち不良債権処理額　 （b） 100 54 45 65 40 25 △35 △35.1% △14 △20

うち株式等関係損益 97 75 21 65 40 25 △32 △33.4% △35 +3

 経常利益 689 356 332 640 335 305 △49 △7.1% △21 △27

 特別損益 △21 △8 △13 △7 △5 △2 +14 - +3 +11

 当期純利益 508 244 264 440 230 210 △68 △13.4% △14 △54

 信用コスト　　　（a）＋（b） 95 47 47 60 35 25 △35 △37.1% △12 △22

【連結】

 親会社株主に帰属する当期純利益 577 274 303 475 260 215 △102 △17.8% △14 △88

２行合算 常陽 足利

28年度実績 29年度業績予想 前年度比

２行
合算

常陽 足利
２行
合算

常陽 足利
（単位：億円）  
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4,400 4,358 4,515 4,575

2,502 2,610 2,747 2,990
7,890

12.60% 12.40% 12.00% 11.86%

9.01% 8.96% 9.01% 9.17%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

26/

3月末

27/

3月末

28/

3月末

29/

3月末

29/

3月末

自己資本比率 

● 常陽銀行  
  連結自己資本比率 
 
● 足利銀行 
  連結自己資本比率 
 
■ 足利銀行 
   連結自己資本 
  （単位 億円） 

 
■ 常陽銀行 
    連結自己資本 
  （単位 億円） 

● めぶきFG  
  連結自己資本比率 
 
 
 
 
■ めぶきＦＧ 
    連結自己資本 
    （単位 億円） 

10.62% 

 ＜ご参考＞ （連結自己資本比率（経過措置なしの場合）） 

※信用リスクアセットの算出方法 

  めぶきFG：基礎的内部格付手法 

  常陽銀行：基礎的内部格付手法 

  足利銀行：標準的手法 

自己資本比率・配当政策 

26/3月末 27/3月末 28/3月末 29/3月末

めぶきＦＧ - - - 9.49%

常陽 11.35% 11.51% 11.17% 11.52%

足利 8.67% 8.64% 8.77% 9.00%

中間配当

２８年度

期末配当

２９年度

６．５円
（記念配当１円含む）

１１．０円 ５．５円

期末配当

５．５円

年間配当

グループとしての成長に向けた資本の確保と株主さまへの適切な利益還元のバランスを

考慮し、安定配当を目指す。 

○ 28年度の期末配当は、経営統合記念配当１円を加え6.5円。 

   （ご参考） 28年度の配当性向 7.6％  

          実質ベースの配当性向（＊）  26.9％ 

       ＊ 実質ベースの配当性向は、以下の算式で計算。 

                 配当額（常陽銀行・足利HDの中間配当＋めぶきFGの期末配当） 

         純利益（常陽銀行・足利HDの上期連結＋めぶきFGの下期連結（負ののれん発生益を除く）） 

○ 29年度の配当は、配当政策を踏まえ年間11円を予想。配当性向 32.3％ 

配当政策 

【劣後ローンの状況】 
・めぶきFG 劣後ローン 
  400億円 コール期日 平成30年度 
  300億円 コール期日 平成32年度 

10％以上 
 

● 
 
 

 

 

 

 
30/ 

3月末 
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統合シナジーのＰＬ上の効果（１） 

ＰＬ上の効果 

28年度下期実績 

（単位：億円） 

▲50 

0

50

100

150

200

28/下 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 

逆ｼﾅｼﾞｰ 

経費削減 

ﾄｯﾌﾟﾗｲﾝ 

当初計画 
50億円程度 

当初計画 
150億円程度 

項目 実績 当初計画 詳細 

 ①  貸出金・法人役務 +3.9 +2.5 
・取引先紹介、シ・ローン、協調融資の取組強化     ・共同開発による商品力強化 
・法人向けソリューションの取組強化（デリバティブ等） ・リース取引の拡大 

 ②  預り資産 +3.4 +4.0 
・キャンペーンの実施、統合記念投信（ふたつの夢）の販売 
･営業ノウハウの共有        ・めぶき証券の相互活用～媒介型仲介業務 

 ③  有価証券 +0.5 +1.7 ・共同投資の取組み 

 ④  その他 +1.0 +0.3 
・足利銀行における特約付外貨預金の導入   ・外貨預金キャンペーンの実施 
・クロスボーダーローンの取組強化 

 ⑤  経費削減 ＋1.0 +0.2 
・システム関連費用の削減 
・その他物件費の削減 

 ⑥  コスト増加・逆シナジー △0.8 △1.2 ・２行間における振込手数料の本支店化扱い等 

シナジー合計 +9.1 +7.5 ― 

◇  シナジー効果の28年度下期実績（+9億円）は中計を上回る。 29年度計画（+27億円）は中計通り。 

◇ 30年度以降の計画達成に向け、順調に進捗。                                                                              

金額 

 28/下   実績 +9億円 

 29通期 計画 +27億円 

● 当初計画 

（単位：億円） 

計画通り 

進捗 
実績 

9 
● 

当初
計画 
27 
● 

※ＰＬ上の効果は税引前の数字。 

＜第１次中期経営計画＞ ＜（ご参考） 次期計画＞ 
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29年度通期計画 

項目 計画 詳細 

 ① 貸出金 （P26） 

   法人役務 （P27） 
+15 

・広域ネットワークを活用した情報営業の強化 ⇒ 協調融資、シンジケートローン、取引先紹介、成長分野（医療・福祉等） 
・めぶきリース機能の相互活用  ・重点地域の人員増強 
・ネット申込専用住宅ローンの共同開発、女性向け住宅ローンの共同展開  ・非対面営業のノウハウ共有（無担保ローン） 

 ② 預り資産 （P27） +8 
・預り資産推進ノウハウの共有 ・めぶき証券機能の相互活用 
・キャンペーンの実施 

 ③ 有価証券 +7 
・各行の投資経験を活かした新領域への投資 
・共同投資の取組み ・モニタリングやパフォーマンス評価の分析手法共有による運用・管理手法の高度化 

 ④ その他（ﾁｬﾈﾙ・市場国際等） +4 
・クロスボーダーローンの取組強化 
・足利銀行における特約付外貨預金の販売ノウハウ活用  ・外貨預金キャンペーンの実施 

 ⑤経費削減 （P28） ＋3 
･経費削減ノウハウ、費用対効果手法の共有 ・情報共有による価格交渉力の向上 
・店舗運営効率化のノウハウ共有   ･東京事務センターの統合  ・手形・小切手、キャッシュカードの共同発行 

 ⑥ コスト増加・逆シナジー △10 
・２行間における振込手数料の本支店化扱い 
・減価償却費、ランニングコストの増加 

シナジー合計 +27 ― 

（単位：億円） 

人員の捻出・投入＊（行員・ﾊﾟｰﾄ） 

28/下 実績 29通期 計画 累計 

 ① 事務領域 捻出 △42 △63 △105  事務効率化  
 東京事務センターの集約、ＢＰＲの取組み 

 ② 営業領域 

捻出 - △38 △38  店舗運営効率化・ノウハウの共有 
 重複エリアの対応 

投入 ＋17 ＋64 ＋81  新規出店・重点地域への対応（29年度投入はP26） 
 法人ソリューション強化 

    （①＋②） △25 △37 △62  総人員をコントロールし、他部門へ投入 

＊表中の「△」は人員捻出、「＋」は人員投入を示す。                                                            （単位：名） 

統合シナジーのＰＬ上の効果（２） 
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営業施策（貸出金・重点地域への人員増強） 

法人貸出金 （＋３億円） 

群馬 
 

栃木 

茨城 
 

千葉 

福島 
 

埼玉 
 

東京 

大阪 
 

宮城 

個人向け施策 （＋６億円） 

＜共通施策＞ 
 

◎ 新規出店・重点地域への人員増強          

                  ＋５０名程度 

◎  広域的な地域振興 

    ・ 移住/定住促進 

    ・ 両県をまたいだ観光振興 

    ・ 自治体と連携した企業誘致 

    ・ ビジネスマッチングの広域展開 

＜法人施策＞ 
 

◎２行連携・協調営業の強化 

  ・めぶき地域連携会議（10地区）を    

   通じた情報営業力の強化 

    ⇒ 協調融資、ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ、 

      取引先紹介の強化・発展 

      

◎成長分野（医療・福祉分野等） 

  ・医療機関債による提案ﾉｳﾊｳの 

   共有 

     ・大型案件の協調対応 

    ⇒ 成長資金捕捉の強化 

 

 

  

＜個人施策＞ 
 
◎無担保ローンの獲得推進 

  ・推進ﾉｳﾊｳの共有   

  ・非対面営業のﾉｳﾊｳ共有 

    ・住宅ﾛｰﾝ顧客のｸﾛｽｾﾙｾｯﾄ率向上 

    ⇒ 無担保ﾛｰﾝの増強 

 

◎住宅ローンの獲得推進 

  ・ﾈｯﾄ申込専用住宅ﾛｰﾝ（借換専用）

の共同開発 

     ・女性専用住宅ﾛｰﾝの共同展開 

    ⇒ 住宅ﾛｰﾝの増強 

     （29年度計画3,900億円実行）  

         

◎職域サイトの活用強化 

  ・足利銀行 29年10月導入予定 

＊表題のカッコ内の数字は、29年度のシナジー 

メーンバンク社数   

 2.9万社超（２行合算） 

 
＊帝国データバンク2016メーンバンク調査より 
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867  
991  

1,160  

1,669  
2,134  

2,590  

0

1,000

2,000

3,000

500

700

900

1,100

1,300

1,500

27年度実績 28年度実績 29年度計画 

販売額 

（億円） 

預り資産残高 

（億円） 

4,029  

4,927  
5,462  

27年度実績 28年度実績 29年度計画 

営業施策（法人役務・預り資産） 

法人役務 （＋６億円） 預り資産 （＋８億円） 

 

 

 

○足利銀行 ： 全店での媒介仲介開始（13店舗 ⇒ 128店舗） 

○常陽銀行 ： 媒介仲介での私募仕組債の取扱い 

 

 

 

○ 足利銀行 ： ファイナンス・リースと割賦販売の媒介・紹介の開始（29年4月）。 

○ 常陽銀行 ： ファイナンス・リースの媒介仲介開始（29年1月）。 

ワンストップの推進体制構築 ⇒ 総合金融サービス力の向上 

 

 

 

○ 人材交流・提案ノウハウの共有（足利銀行の推進態勢・研修体系等） 

○ ITの活用（AI機能（ﾛﾎﾞｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）「PORTSTAR」導入 

 

 

 

○ 提案ノウハウの共有、顧客向けセミナー・勉強会の共同開催 

○ 海外駐在員事務所の相互活用 など 

めぶきリースの営業展開拡大 めぶき証券の営業展開拡大 

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ・私募債・M&A・貿易業務 預り資産 

【ﾘｰｽ契約額・契約先数】 【販売額・預り資産残高】 

【手数料額】 【販売額】 

292  296  

340  

5,610  
6,621  

7,400  

2,000

4,000

6,000

8,000

200

250

300

350

400

27年度実績 28年度実績 29年度計画 

割賦契約額 

（億円） 

取引先数 

（先） 

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ・ 
私募債・M&A・ 
貿易業務等手数
料額（百万円） 

3,430  

2,146  

3,222  

27年度実績 28年度実績 29年度計画 

株式投信・ 
保険販売額 
（億円） 

＊表題のカッコ内の数字は、29年度のシナジー 
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システム統合・経費削減 

 重複エリアの店舗ネットワークの見直し 
29年4月～6月 ２行で合計３ヶ店を店舗内店舗化、２ヶ店を統合 

 効率的な店舗ネットワークの構築 

 店舗運営効率化ノウハウの共有 
 インターネット支店の活用 

システム統合  経費削減 （＋３億円） 

【基本方針】  
 

 足利銀行が、常陽銀行が加盟する「Chance共同化」へ参加 

 平成32年1月の基幹システム統合を目指す 

 ≪平成29年4月 システム統合プロジェクトをスタート≫ 

 経費削減ノウハウ、費用対効果評価の共有  

 店舗運営効率化のノウハウ共有  

 東京事務センターの統合、集中処理の拡大 

 IT投資による効率化 

●経費削減プロジェクト  

店舗 

 恒常経費削減 ： 事務ｼｽﾃﾑ機器の購入、店舗等の工事・ 

                             営繕、共同購買等を中心に削減 

●システム統合プロジェクト  

 基幹システム、分散システム、ネットワーク等を集約・統合 

  ⇒ 開発コスト・保守等の運用コストを削減 

  ⇒ 捻出した費用を、新分野・新システムへの投資にシフト 

  ITの効果的活用により、顧客サービス向上を低コストで実現 

【分散システム】 約280の分散システムのうち、170強を統合  

●システム統合のスケジュール  

 平成32年1月に基幹システム統合 

 平成33年度は4億円＊のシステムコストシナジーを見込む 

 平成36年に初期費用の償却終了となり、シナジー拡大 

 ＊33年度： システム経費削減シナジー 18億円  －  初期費用償却等 14億円 

＊表題のカッコ内の数字は、29年度のシナジー 
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統合施策の進捗 ～Ｄay180プランの実績～ 
実施施策 28年10月～29年3月の実績

２行間における
振込手数料の本支店
化扱い

両行間の振込手数料を、本支店間手数料率へ引下げ。
【対象取引】
　窓口、ATM（ｶｰﾄﾞ・現金）、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ

-

ATMの相互入金
両行のｶｰﾄﾞをお持ちのお客様が、相手行のATMを利用し
た入金が可能。

-

証券業務の協働
足利銀行のﾌｨﾅﾝｼｬﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが常駐する１３支店で、常
陽証券（現：めぶき証券）が取り扱う商品の媒介型仲介を
開始。

○ ＦＧ全体の販売実績（常陽銀行、足利銀行、めぶき証券合算）
       販 売 額　　782億円（前年同期比　＋416億円）
　　　　うち外債　 623億円（同　　＋365億円）

リース業務の協働
足利銀行において、常陽ﾘｰｽ（現：めぶきリース）のｵｰﾄﾘｰ
ｽの取扱い開始。

○ 常陽ﾘｰｽへの情報取次ぎ
 　 　取次ぎ件数3,258件（前年同期比＋1,401件）

預り資産 共同ファンドの設定
経営統合を記念して、茨城・栃木に関連する企業の株式
を組み入れた投資信託「ふたつの夢」を設定し、両行で販
売。

○ ＦＧ全体の販売実績
　　　販売件数／金額　　9,117件／202億円

　　　【計画】　200億円　⇒　達成率101.3％

預り資産・キャンペーン
投資信託・外貨預金・円定期預金の取引（20万円以上）、
積立をしていただいたお客さまに抽選で県産品をﾌﾟﾚｾﾞﾝﾄ
（地元企業の応援、PRも目的）。

○ ＦＧ全体の販売実績（キャンペーン実績）
　　投資信託　 282億円（前年同期比+36億円）
　　外貨預金　   23億円（同＋14億円）
　　積立　       4,206件（同▲394件）

マイカーローン
教育ローンの金利割引

ﾏｲｶｰﾛｰﾝ、教育ﾛｰﾝの金利割引ｷｬﾝﾍﾟｰﾝを展開。

○ ﾏｲｶｰﾛｰﾝ
  　事前申込10,958件/203億円  実行4,515件/77億円
○ 教育ﾛｰﾝ
　　事前申込4,309件/114億円　実行1,990件/55億円

法人インターネットバン
キング・キャンペーン

法人ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞを新規にご契約いただいたお客さ
まに、契約料および３ヶ月分の月間手数料を優遇。

○ ＦＧ全体の約定実績
　　新規契約件数　3,642件（前年同期比＋781件）
　　有償ｻｰﾋﾞｽの追加件数　1,417件

シンクタンクセミナー

両行のｼﾝｸﾀﾝｸのｾﾐﾅｰで、それぞれの地域情報・企業動
向等を発信。夫々の会員が相手方の会員待遇でｾﾐﾅｰに
参加。
新たな会員獲得につなげるとともに、経済交流企画の拡
大を図る。

○ 相互ｾﾐﾅｰの参加実績
　　　 33社/52名

その他 体制
めぶき連絡窓口
めぶき地域連携会議

両行の本部に「めぶき連絡窓口」を設置するほか、10地
域に「めぶき地域連携会議」を設置し、両行の融和・連携
に向けた取組みを誘導し、顧客紹介や協調融資案件へ
の取組みなどシナジーの早期実現に向けた取組みを実
施。

○協調融資：13先／2,349百万円
○シローン：25先／4,405百万円
○取引先紹介：24先／1,760百万円
　　　　　　　合計　　62件／8,514百万円

実施項目

施策

チャネル

グループ
会社

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

個人

法人
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【組織融合（人材交流施策）】 【地域交流】 

経済講演会（28年度下期計８回開催） 
両行の主要地盤において、新FGのご案内にあわせ、  
有識者による講演会を開催。（下線は両頭取参加） 
【開催地】栃木県 ： 宇都宮、足利 
      茨城県 ： 水戸、つくば、日立、鹿島、下館 
      福島県 ： 郡山 

Day180の企画・キャンペーン／その他の施策 

合同研修会 

・各階層別に合同研修会を開催。 
（1年間で延べ1,000名参加） 

 

・研修講座等の相互開放実施。 

地域連携会議開催 

営業現場レベルでの融合を進める
ため、10地域に「めぶき地域連携
会議」を設置。顧客紹介や協調融
資案件への取組みに積極的につな
げる態勢を構築。 

【地域創生】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

おいしさ向上 

品評会 in 水戸 
 

   

 

    ＜P31参照＞ 
      28.10.12 実施 

おいしさつながる 

ﾌｰﾄﾞﾌｪｽﾀ in宇都宮 
 

 

   

    ＜P31参照＞ 
              28.11.22 実施 

めぶき 

ビジネスアワード 

＜P32参照＞ 
 

地域創生ファンド  

    ＜P33参照＞ 

ものづくり企業 

フォーラム 
 

 

   

    ＜P34参照＞ 
       29.2.22 実施 

【その他の施策】 
○店舗見直し： 常陽銀行 宇都宮東支店、真岡西出張所  →  宇都宮支店、真岡支店へ統合 （29.4.3）   

                                                 ＊店舗内移転：店名・口座番号等の変更なし 

○事務効率化： 手形・ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞの発行事務共同化  →  ｶｰﾄﾞ発行の短縮化、ｺｽﾄ削減年間1800万円程度 

○ クラウドファンディング「Makuake」 ～ 足利銀行：第1号案件完了、常陽銀行：業務提携ｽﾀｰﾄ＋協調融資制度創設 

・商品企画、商品開発 

・テストマーケティング 

・販路開拓 

・販路拡大 

・技術提案書、ﾊﾟﾈﾙ展示

等による商談ｻﾎﾟｰﾄ 
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 おいしさ向上品評会 in水戸  おいしさつながるフードフェスタ in宇都宮 

 食関連事業者向けに、地域産品応援プロジェクト「おいしさ向上品評会in水戸」・「おいしさつながるフードフェスタin宇都
宮」を開催。 

 地域産品の開発から販売に至るプロセスを4つの分野に分け、それぞれの分野に応じた施策を展開することにより、 
シームレスな支援を実施。 

 日  時 28年10月12日（水） 

 場  所 水戸プラザホテル（茨城県水戸市） 

 出展企業 100社 

 評価者 505名 

 日  時 28年11月22日（火） 

 場  所 マロニエプラザ（栃木県宇都宮市） 

 出展企業 327社（うち栃木県142社・茨城県94社） 

 来場者 約3,000名 

予約商談数 451件 

＜実施内容＞ 
・展示商談：売り手企業が自社商品などを展示し、買い手企業に向けたPRおよび自由商談を実施。       
・予約商談：売り手企業と買い手企業との事前予約制の商談を実施。 
・食品事業者の販路開拓・販路拡大を支援する。 
・バイヤー企業の参加：148社 

＜実施内容＞ 
・食品事業者が自社商品を展示し、外国人留学生や日本人学生、ビジネスマン、主婦
等の評価者が試食・インタビュー形式で商品評価を実施。 
・評価項目は、味、価格、パッケージなど。 
・食品事業者の今後の商品開発・テストマーケティングにつながる場を提供。 

評価の様子 展示会場 

99 

①商品企画・商品開発 ②テストマーケティング 
 （商品のブラッシュアップ） 

③販路開拓 ④販路拡大 

予約商談会 表彰式 品評会で表彰した8社を 
ﾌｰﾄﾞﾌｪｽﾀで特設展示 

品評会 

Day180の企画・キャンペーン／その他の施策 
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○最優秀賞、優秀賞、特別賞を合同で選定 
  （プレゼン実施、外部審査員による審査） 
 

○各行で募集・入賞を選定 

 （内部審査、外部審査員による書類審査） 

     

  

18 99 

募集対象 ①ものづくり ②アグリ・６次産業化 ③環境・エネルギー ④医療・介護     

⑤先端技術 ⑥海外進出 ⑦地方創生・地域資源の活用・女性活躍、⑧創業分野など 

募集期間 28年12月1日（木） ～ 29年1月31日（火） 

審査方法 第1次審査：書類選考  第2次審査：プレゼンテーション 

表彰 最優秀賞：1プラン（300万円）         優秀賞：複数（100万円） 

特別賞：めぶき特別賞、日立製作所賞他  奨励賞：複数 

主催等 主催：（株）めぶきフィナンシャルグループ、（株）常陽銀行、（株）足利銀行 

共催：（株）常陽産業研究所、（株）あしぎん総合研究所 

 めぶきフィナンシャルグループ発足を記念して、これまで常陽銀行、足利銀行で開催してきたビジネスコンテストを統合し、 
「第１回めぶきビジネスアワード」を開催。 

 両行の広域な営業エリアに潜在する革新的・創造的な事業プランを募集・表彰。 
 事業プラン作成、事業立ち上げ（資金面も含めた事業化支援）に至る一貫した支援を展開。 

応募件数 

646件 
 

常陽銀行344件 

足利銀行302件 
 
＊過去最多の応募 

最終審査会5月15日（月） 

Day180の企画・キャンペーン／めぶきビジネスアワード 
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今後の投資見通しを踏まえ、 

ファンド増額予定 

損害保険ジャパン日本興亜   

   常陽産業研究所 

めぶき地域創生ファンド 

 

ファンド組成額 ２０億円 

【出資・運営】 

【経営支援】 

【出資】 

「めぶき地域創生ファンド」 
 ・ 組  成  日 28年11月14日 
 ・ 存続期間 10年間 
 ・   投資手法  出資等 
 ・   形    態 投資事業有限責任組合   

99 

   あしぎん総合研究所 

「食・農・観光」分野の
振興に資する事業を

行う事業者 

＜投資対象＞ 

 ・「食」、「農」 、「観光」分野の振興に資する事業を行う事業者（農業法人を含む） 

 ・「めぶきビジネスアワード」入賞事業者等 

『観光』 『農』 『食』 

【出資】 

5月12日現在 ： 合計 ４件、投資額１２億円 

（具体的な案件）  

① 有限会社ワールドファーム（つくば市） 

      投資日：29年1月31日 投資額：100百万円 

②株式会社HATAKEカンパニー（つくば市） 

     投資日：29年3月31日 投資額：200百万円 

③株式会社ｴｽｴｽﾌｰﾄﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（市川市） 

     投資日：29年4月25日 投資額：200百万円 

④株式会社早川ホールディングス（足利市） 

     投資日：29年4月28日 投資額：700百万円 

Day180の企画・キャンペーン／めぶき地域創生ファンド 



34 

 足利銀行の取引先７２社を加え過去最大の314のパネル展示ブース（内、海外企業11社） 

 技術提案書の英訳版を初作成。海外企業との予約商談会を実施。 

 ㈱SUBARU群馬製作所の全面協力による同社のTier１企業７社の特設ブース 

 ものづくりのヒントになるデモンストレーションの実施 

    → 三五・三五関東 からくり改善展示（工場で実際に使用している設備） 

    → 台湾工業技術研究院発ベンチャーによる歩行支援ロボット実演 

 常陽ビジネスアワード受賞企業３社によるプレゼンテーションの実施 

＜技術提案書英訳版の作成＞ ＜㈱SUBARU特設ブース＞ ＜からくり改善７装置＞ 

・出展企業数 314社 

・ご来場  850社、約2,000人 

・「技術提案書」に基づく事前商談 390件 

・常陽銀行の取引先と足利銀行の取引先によ

る商談 90件 

Day180の企画・キャンペーン／めぶきＦＧ ものづくり企業フォーラム2017 
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ステップアップ 180プランの取組み／ 個人のお客さま 

 お客さまの「夢のマイホーム」応援団！  お客さまの「資産形成」応援団！ 

＜はじめてのお客さまへ＞ 

 資産運用スタート応援キャンペーン（6-12月） 

新規で投信口座を開設し、①一括購入（10万円以上）ま

たは②積立投信（月額1万円以上）を申込されたお客さま

に景品をプレゼント。 

＜もっと運用されたいお客さまへ＞ 

 めぶき証券（4月～） 

足利銀行において、めぶき証券の仲介業務を全店で取扱

開始。 

 外国債券キャンペーン（ 4月～6月） 

めぶき証券の仲介業務において、両行窓口で外国債券申

込者に、ギフト品（県産品等）を進呈。 

＜その他＞ 
 
 めぶき証券発足記念セミナー（4月～6月） 

 
 外貨預金キャンペーン（ 6月～9月） 

＜住宅ローン＞ 

 女性向け住宅ローン（4月～） 

 産休・育児休暇期間中、最大2年間の元金据え置き 

 繰上返済手数料の無料化 

 団信無料（もしもの時の安心） 

 ネット申込専用住宅ローン（ 4月～ ） 

 金利の割引き 

 繰上返済手数料の無料化 

 団信無料（もしもの時の安心） 

 無担保ローン 

 茨城県・栃木県内の大学進学応援プロジェクト 

地域創生における人口増加の観点から、地元在住学生の

他県流出防止、他県学生流入に貢献。 

 めぶきFG発足１周年記念（29年9月～30年4月） 

  マイカーローン、教育ローン金利割引キャンペーン 
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ステップアップ 180プランの取組み／法人のお客さま～ 

＜アグリ＞ 

＜海外事業展開支援＞ 

＜ものづくり＞ 

製造業実務研修会 （８-９月） 

 大手企業が取り組んでいる改善活動を参考に、ムダ取り手法

等について、習得いただく。 

 中小企業の生産管理のレベルアップ、現場管理の人材育成に

つなげる。 

 

 

 
 ひざづめミーティング 宇都宮＆水戸開催 （５-６月） 

 特定のテーマに応募した事業者さまと、大学・研究機関との

少人数でのミーティングを開催。 

 事業者同士の情報交換の場としても活用。 

 

 創業・第二創業支援に対する態勢の再構築 

 大学発ベンチャー支援の枠組み構築。 

 めぶきビジネスアワード応募先の事業化に向けた支援。 

 投資見通しを踏まえ「めぶき地域創生ファンド」増額予定。 

（現在の投資枠20億円、既投資額12億円） 

 

デコ・ボコマッチングの共同展開 （９月） 

 ２月に農業生産者等と食品加工者とのマッチングを目的

として試行的に開催（常陽銀行がつくば市で開催）。 

 栃木県も含めて地域を拡大し、対象者も生産者組合、市

町村まで拡大して開催予定。 

 

 

 

＜新現役交流会＞ 
・ 関東経済産業局と地域金融機関等が連携し、様々な課題を抱える中小企業と、企業を退職したOBや退職予定者とのマッチング交流 

  会を開催。 

・「新製品開発」「販路拡大」などの経営課題を抱える企業と、専門家をマッチングすることにより、企業の経営課題解決を支援。 

 輸出支援サービスの共同展開 （３月～） 

 ハラル・ジャパン協会との業務提携を活用した共同推進 

  （４月～） 

 海外ものづくり商談会・ビジネス交流会・セミナー（６月～） 
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【ご注意】  

本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の有価証券等の売買を勧誘するものではありません。 

本資料に記載された事項の全部または一部は予告なしに修正または変更されることがあります。 

本資料には将来の業績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではなく、経営を取巻く環境の
変化などにより実際の数値と異なる可能性があります。 

 株式会社 めぶきフィナンシャルグループ 経営企画部 

 
TEL  

 E-mail  

URL 

029-300-2869、2603 

ir@mebuki-fg.co.jp 

http://www.mebuki-fg.co.jp/ 

本件に関するお問合せ先 


